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当金庫は、信用金庫法及び金融商品取引法等を踏まえ、お客さまとの取引にあたり、本方針及び庫内規則に基づき、お客さまの利益が不当に害され
るおそれのある取引を適切に管理（以下「利益相反管理」といいます。）し、もってお客さまの利益を保護するとともに、お客さまからの信頼を向上させ
るため、次の事項を遵守いたします。
　当金庫は、当金庫及び株式会社しんきん北海道金融センター（以下、総称して「当金庫等」といいます。）がお客さまと行う取引を対象として利益
相反管理を行います。
　当金庫は、以下に定める取引を利益相反管理の対象とします。
（1）次に掲げる取引のうち、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引
①　当金庫等が契約等に基づく関係を有するお客さまと行う取引
②　当金庫等が契約等に基づく関係を有するお客さまと対立又は競合する相手と行う取引
③　当金庫等が契約等に基づく関係を有するお客さまから得た情報を不当に利用して行う取引

（2）①から③のほか、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引
　当金庫は、利益相反管理の対象となる取引について、次に掲げる方法その他の方法を選択し、またこれらを組み合わせることにより管理します。
（1）対象取引を行う部門とお客さまとの取引を行う部門を分離する方法
（2）対象取引又はお客さまとの取引の条件又は取引方法を変更する方法
（3）対象取引又はお客さまとの取引を中止する方法
（4）対象取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、お客さまに適切に開示する方法
　当金庫は、営業部門から独立した管理部署の設置及び管理責任者の配置を行い、利益相反のおそれのある取引の特定及び利益相反管理を一元的
に行います。また、当金庫は、利益相反管理について定められた法令及び庫内規則等を遵守するため、役職員等を対象に教育・研修等を行います。
　当金庫は、利益相反管理の適切性及び有効性について定期的に検証します。
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　当金庫は、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、以下の事項を遵守し、勧誘の適正の確保を図ることとし
ます。
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　当金庫は、お客さまの知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報の提供と商品説明をい
たします。
　金融商品の選択・ご購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客さまに適正な判断をしていただくため
に、当該金融商品の重要事項について説明をいたします。
　当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客さまに対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通じて役職員の知識の
向上に努めます。
　当金庫は、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
　金融商品の販売等に係る勧誘について、ご意見やお気づきの点がございましたら、お近くの窓口までお問い合わせください。

（注）当金庫は、確定拠出年金運営管理機関として、確定拠出年金法上の「企業型年金に係る運営管理業務のうち運用の方法の選定及び加入者等に対する提示の業務」及び「個人型年金に係
る運営管理機関の指定若しくは変更」に関しても本勧誘方針を準用いたします。

当金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、以下のとおり「反社会的勢力
に対する基本方針」を定め、これを遵守します。
　当金庫は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として拒絶します。
　当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対し、職員の安全を確保しつつ組織として対応し、迅速な問題解決に努めます。
　当金庫は、反社会的勢力に対して資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は行いません。
　当金庫は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築
します。
　当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。
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　2007年6月の政府指針「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」とそれに基づく行政当局の方針、全国の都道府県での暴力団排除条
例の施行などにより、信用金庫には反社会的勢力との取引解消に向けた更なる態勢整備が求められています。
　当金庫においても、すでに預金取引・貸出取引等の各種約款・契約書等に「暴力団排除条項」を導入し、反社会的勢力を取引から排除する対象としてお
ります。これにより、以下のⅠ.のいずれかに該当する者は当金庫の会員となることはできません。また、会員が以下のⅡ.のいずれかに該当するときは総代会
の決議により除名となることがあります。
Ⅰ.当金庫の会員となることができない者
1.　暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊
知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」 という。）
2.　次の各号のいずれかに該当する者
（1）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。
（2）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
（3）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認め

られる関係を有すること。
（4）暴力団員等に対して資金等を提供し又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。
（5）役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること。

Ⅱ.総代会の決議により除名となることがある場合
1.　自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれかに該当する行為をしたとき。
（1）暴力的な要求行為
（2）法的な責任を超えた不当な要求行為
（3）取引に関して、脅迫的な言動をし又は暴力を用いる行為
（4）風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いてこの金庫の信用を毀損し又はこの金庫の業務を妨害する行為
（5）その他前各号に準ずる行為

2.　加入申込書でしていただく、上記Ⅰ.の「1.」及び「2.」のいずれにも該当しないことの表明並びに将来にわたっても該当しないことの確約に関して虚偽の
申告をしたことが判明したとき。

●当金庫の取組みについて
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リスク管理組織図（2021年6月末現在）
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　当金庫は、従来より地域の皆さま、中小企業・小規模事業者の皆さまへ必要な資金を円滑に供給するとともに、お客さまの
経営に関するご相談や経営改善支援にきめ細かく対応するなど、積極的に金融仲介機能を発揮してまいりました。
　今後も、貸付条件の変更等や円滑な資金供給、お客さまの立場に立った最適な解決策の提案など、より親身な対応に努めて
まいります。

金融円滑化への取組み

　当金庫は、地域金融機関としての社会的責任と公共的使命を認識し、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策を経営
の最重要課題のひとつとして位置付けるとともに、関係法令等を遵守し、リスクベース・アプローチの考え方に基づくマネー・ロ
ーンダリング等管理態勢の強化に努めてまいります。

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関する取組み

リスク管理組織 利益相反管理方針

金融商品に係る勧誘方針

反社会的勢力に対する基本方針

　当金庫は、「地域金融円滑化のための基本方針」を遵守し、金融円滑化を進めるために、以下の体制を整備しております。
1.　お借入れ条件の変更等のお申込みに対する対応状況を適切に把握するための体制
2.　お借入れ条件の変更等のお申込みに関する苦情相談を適切に行うための体制
3.　中小企業者等の事業の改善又は再生に向けた支援を適切に行うための体制

金融円滑化の体制


